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研究要旨 

 令和７年度前立腺がんを対象とするルテチウム-177 標識新規核医学治療製剤が国内導入

されるなど、我が国の核医学治療提供体制には大きな変革の波が押し寄せている。先行アン

ケート調査研究で抽出した、国内の核医学治療実施施設および未施行施設の調査結果を踏

まえ、令和 7年度は核医学治療実施施設に RI管理、多職種での病棟運営、病棟の整備等に

関する経験・ノウハウ・運営のコツを関係する医師、診療放射線技師、看護師を含む病棟関

係者に対し、アンケート調査した。令和 7 年度現在核医学治療を実施中の全国 110 の医療

機関に送付し、医師/技師/病棟関係者からそれぞれ 50/60/41 施設から回答を得た(回答率

45/55/37%)。「RI管理体制」に関するノウハウ・運営のコツは重要で、排気ダンパー、水モ

ニター、蓄尿の工夫など技師から多くの実践的な回答を得た(回答率 40%)。「特別措置病室・

治療病室の運営」に関するノウハウ・運営のコツも重要で、蓄尿の工夫、災害用トイレの利

用など技師/病棟関係者から多くの回答を得た(回答率 19/39%)。いずれの職種でも「院内体

制作り」の重要性を強調しており（回答総数のうち 33/20/23%）、「治療計画」立案を強調す

る施設も多かった（回答総数のうち 17/6/11%）。現在国内の関係諸学会のホームページ等に

アンケート結果の掲載を準備中であり、これらを通じて本治療提供体制のさらなる充実や

新規核医学治療製剤の普及を目指している。各施設の貴重な経験・ノウハウ・運営のコツを

幅広く共有することで、国内の多くの医療機関、多くの医療関係者が不安なくスムーズに核

医学治療を開始・推進・拡大できることが期待される。 

 

Ａ．研究目的 

 我が国の核医学治療では、2021 年新規に

神経内分泌腫瘍（Neuroendocrine Tumor: 

NET）等を対象としたβ線放出 RI を標識し

た２つの核医学治療製剤、Lu-177 DOTATATE

（ルタテラⓇ静注）および I-131 MIBG(ライ

アット MIBG-I131 静注Ⓡ）が国内導入され、

保険診療で利用可能な核医学治療はベータ

線薬剤４種（うちゼヴァリンは 2022年現在

供給停止中）とα線薬剤１種、前立腺がんを

対象とする塩化ラジウム Ra-223 RaCl2(ゾ

ーフィゴⓇ）となった。さらに前立腺がんを

対象としたルテチウム-177標識核医学治療

製剤 Lu-177 PSMA-617が我が国でも 2025年

9 月製造販売承認、11 月に薬価収載され、

その普及が多いに期待されている。また、近

年ルテチウム-177標識製剤においては従来
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の放射線治療病室のみならず、一般の個室

を核医学治療用に養生した特別措置病室の

利用が認められ、診療報酬上の措置も伴っ

て国内で大きく普及している。その一方で

利用可能な核種について以前から核医学施

設の使用能力の不足が懸念されている中、

新規核種製剤の導入に伴い、核医学治療施

設に逼迫の度が高まることが予想されてい

る。 

令和 6 年度までの先行研究において、

我々は全国の核医学診療施設およびがん診

療連携拠点病院にアンケート調査を行い、

施設整備体制、核医学治療の診療状況の実

態を把握し、さらに診療連携体制、さらに特

別措置病室を中心とした、全国の NET に対

する治療病室や病棟の整備体制の実地調査

を行い、国内の核医学診療施設の現状と展

望を把握・検討してきた。 

これを受けて、令和 7年度の本研究では、

すでに NET に対する核医学治療製剤、Lu-

177 DOTATATE（ルタテラⓇ静注）を実施中で、

2025 年 12 月現在、ルタテラ治療を中心に

核医学を行っていると標榜し、Novartis社

の運営するウェブサイト「RLTcareTM」1)に

掲載されている全国の医療機関 110 施設を

対象にして、アンケート調査を進めること

とした。核医学治療を実施中の国内医療機

関から、現場からの「経験・ノウハウ・運営

のコツ」を収集すべく、RI投与外来、治療

病室や病棟の整備体制、人員体制、排水廃棄

物管理等に関するアンケート調査を実施し、

回答結果を受けて、がん対策推進基本計画

にも謳われている「核医学的治療の適切な

提供体制」を構築するための提言を行うこ

とを目的とした。 

Ｂ．研究方法 

令和 6年度までの先行研究のまとめ： 

我々は全国の核医学診療施設およびがん

診療連携拠点病院にアンケート調査を行い、

核医学治療の実施中の施設における診療状

況や施設整備体制や診療連携体制、さらに

核医学治療の実施を予定している施設にお

ける診療準備の方向性、さらに特別措置病

室を中心とした、全国の NET に対する治療

病室や病棟の整備体制の実地調査を行った。 

医療機関における核医学治療の整備体制

については、2022 年当時、全国のがん診療

連携拠点病院等 453 施設のうち、122 施設

（約 27%）は核医学治療実績なしと判明した。

核医学治療の診療状況については、2024年

度調査（核医学治療（ルテチウム-177）を実

施中の全国 83 の医療機関に送付し、63 施

設から回答(回答率 76%)）では； 本治療で

過去１年間の使用病室が、特別措置病室が

32施設（44%）、非密封線源治療病室が 35施

設（48%）とほぼ同等； 非密封線源治療病

室を持たない施設が特別措置病室を利用す

る一方、非密封線源治療病室を持つ施設は

尿処理の利便性の高い非密封線源治療病室

を可能な範囲で最大限有効活用し入院治療

を施行する実態； 特措室では蓄尿・遮蔽処

置・尿運搬・蓄尿場所の確保への負担が大き

いことを訴える状況（それぞれ 56%、47%、

34%、41%）；回答施設中 62%が RI 許可量不

足、60%が貯水槽・タンク数不足を訴えるな

ど、特措室利用の拡大のみでは解決できな

い人的・予算的負担が大きい現状が判明し

た。 

また、特別措置病室と RI治療病室に関し

ては、2024年度調査では A:RI治療病室（RI

換気システムを有し、RI貯水槽と連結）と

B:特別措置病室（RI換気システムなく、一

般排水）に大別されるが、前者の A でも、

A-1:既存の RI 治療病室を利用、A-2：使用

停止していた RI治療病室を改修し利用、A-

3:使用中の密封線源用治療病室の空時間を

利用、A-4:使用停止していた密封線源用治

療病室等を改修し再利用、A-5：使用停止し

ていた外照射用放射線治療室等を改修し再

利用、A-6：新築の RI 治療病室を利用の６

通りが存在するなど、各施設の診療状況の

実情に応じた、適切な核医学治療施設整備

のための情報提供体制確立を目指して準備

を進めていることなどが分かった。

これらの様々な治療病室や病棟の整備体

制の実情や整備計画を踏まえて「核医学的

治療の適切な提供体制」を今後構築するた

めには、一律に特別措置病室に関する詳細

な情報を提供するのみではなく、それぞれ

の施設の診療状況の実情に応じた、適切な

PRRTおよび前立腺がん核医学治療施設整備

のための「経験・ノウハウ・運営のコツ」な

どの貴重な情報の共有・提供体制確立が必

要と考えられた。 
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今年度のアンケート調査の方法： 

Lu-177 PSMA-617 が国内に導入され、多

数の施設が本格的に特別措置病室や RI 治

療病室の導入や利用の拡大を検討する際に、

これらの施設が今後の核医学診療の開始や

実施拡大を計画するにあたり、設置モデル

プランの提示など、施設の実情に合わせて

対応可能な整備計画を立案するに役立つ情

報提供が必要と考えられた。これを念頭に、

現在 NET に対する核医学治療製剤、Lu-177 

DOTATATE（ルタテラⓇ静注）を中心に核医学

治療実施中の施設にアンケート調査を行い、

現場の生の声を細かく収集し、実診療の場

で工夫している点、困っている点などを抽

出することとした。 

① 令和 7 年 2025 年 12 月現在、ルタテラ

治療を行っていると標榜し、Novartis

社の運営するウェブサイト「RLTcareTM」

1)に掲載されている全国の医療機関110

施設を対象にして、令和 8 年 2026 年 1

月郵送にてアンケートの依頼を行った。 

② 郵送においては、後述の印刷物（添付資

料１）を封書にて送付し、記載された QR

コードから Google Formsに各医療機関

の代表者(医師向け、診療放射線技師向

け、看護師を中心とする病棟運営者向

け)がアクセスする方式として、アンケ

ートへの回答を募った。 

③ ウェブ上で作成・設置したGoogle Forms

に記載された、各医療機関代表者の回答

について、集計した。 

④ アンケートでの主な聞き取り内容は以

下の７つの大項目といくつかの小項目

に分類可能で、これらを集計・検討した。

１・院内での体制作り等（教育体制の整

備、院内連携体制の構築、診療開始前の

準備など）、２・治療計画の立案作成等

（治療病室管理計画、特別な措置・リス

ク管理について、患者への病室・治療に

関する説明など）、３・RI投与のノウハ

ウ等（RI投与環境の整備、RI投与時の

被ばく軽減方法、RI 投与時の被ばくの

実際、RI 投与時の患者安静のための措

置、ルタテラ投与方法のノウハウ、ルタ

テラ治療時の輸液方法、ルタテラ投与後

の針の抜去・廃棄、プルヴィクト投与方

法のノウハウ、I-131投与方法のノウハ

ウなど）、４・特別措置病室・RI治療病

室の運営に関するノウハウ等（マニュア

ル・パス管理等、病室運営の工夫、養生

についての工夫、蓄尿便の工夫、治療前

準備、特別な措置について、退院時の工

夫など）、５・RI管理の体制についての

ノウハウ等（RI許可数量の工夫、蓄尿・

貯水槽の工夫等、治療病室の RI管理、

遮へい計算の工夫、患者移動時の導線に

関する工夫、除染の工夫など）、６・外

来と撮影のノウハウ等（外来と撮影）、

７・その他である。 

 

Ｃ．研究結果 

郵送でのアンケート依頼文書の送付先の

医療機関 110 施設において、医師向け、診

療放射線技師向け、看護師を中心とする病

棟運営者向けのそれぞれの代表者からの有

効な回答数は 110施設 50/60/41 件（回答率

45/55/37％）であった。以下に主な回答内容

を提示する。 

大項目１・院内での体制作り等について 

（教育体制の整備、院内連携体制の構築、

診療開始前の準備など） 

I-1. 院内での体制作り等については、医師

向け、診療放射線技師向け、看護師を中心と

する病棟運営者向けのそれぞれの回答数は

110 施設 39/22/24 件（回答率 35/20/22％）

で、医師からの回答が特に多かった。 

I-2. サブ項目である「教育体制の整備」で

は、特に看護師を中心とする病棟運営者向

けの回答が多く（8 件回答率 7％）、これま

で放射線診療に携わったことのない看護師

への教育体制の整備、勉強会の定期開催の

実施、どのスタッフが担当して診療に差が

生じないための教育体制やマニュアル整備

の重要性が強調された。 

I-2. サブ項目である「院内連携体制の構築」

では、医師からの回答が多く（21件回答率

19％）、特に新規に特別措置病室を用いて新

規に核医学治療を開始する施設では、医師

が主導的に院内体制作りを担うことが必要

で、導入のための院内ワーキンググループ

の立ち上げから奔走されるケースがみられ

た。一方、実際の運用面においては、外来、

ＲＩ管理区域、入院病棟、さらには薬剤部や

事務方との連携が必須であり、多職種連携

のチーム医療体制を構築するための定期的

な勉強会やカンファレンス、キャンサーボ
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ードの開催や情報共有、e-learning資料の

作成・運用、急変時対応の重要性や多職種連

携での急変時対応に関する勉強会の設立、

急変時マニュアル、さらには尿漏れ時対策

マニュアルや災害時マニュアルの作成など

を挙げる回答がみられた。 

I-3. サブ項目である「院内連携体制の構築」

では、診療放射線技師からの回答も多く（11

件回答率 10％）、RI 管理区域と病棟両者で

の被ばく管理や尿の運搬等を担当すること

が多い技師からの、情報共有と課題抽出の

重要視、多職種連携での対応に関する必要

性を強調する回答がみられた。 

I-4. サブ項目である「診療開始前の準備」

では、前述のように医師が主導的に院内体

制作りを担うことが必要で、導入のための

院内多職種ワーキンググループの立ち上げ

から始まり、診療開始前から診療時の様々

な体制の構築に奔走され、他院からの紹介

先の一本化や緊急時対応マニュアル作成、

緊急時院内コール体制の整備などにも積極

的に関与されているようであった。 

 大項目２・治療計画の立案作成等につい

て 

（治療病室管理計画、特別な措置・リスク管

理について、患者への病室・治療に関する説

明など） 

II-1. 治療計画の立案作成等については、

医師向け、診療放射線技師向け、看護師を中

心とする病棟運営者向けのそれぞれの回答

数は110施設20/6/11件（回答率18/5/10％）

で、医師からの回答が多かった。 

II-2. サブ項目である「治療病室管理計画」

では、特に医師向けの回答が多く（13件回

答率 12％）、限られた特別措置病室や RI治

療病室の運営を円滑に行うための治療病室

運用方法のコツや、病室カレンダー・患者待

機リストの作成・共有などを工夫されてい

るとの回答が多かった。 

II-3. サブ項目である「特別な措置・リス

ク管理について」では、医師向け、看護師を

中心とする病棟運営者向けのそれぞれの回

答数は 110施設 5/5件（回答率 5/5％）であ

った。リスク管理のための急変時ガイドラ

イン作成に加え、特に入院予定患者の認知

機能をあらかじめ把握し、リスクを検討す

る必要性が強調されていた。 

II-4. サブ項目である「患者への病室・治

療に関する説明」では、特に看護師を中心と

する病棟運営者向けの回答がやや多く（3件

回答率 3％）、入院前に入院予定患者を病棟

に来てもらい、実地に特別措置病室を見て

もらうなどして、円滑な入院生活が行える

よう工夫されている回答があった。 

大項目３・RI投与のノウハウ等について 

（RI投与環境の整備、RI投与時の被ばく軽

減方法、RI投与時の被ばくの実際、RI投与

時の患者安静のための措置、ルタテラ投与

方法のノウハウ、ルタテラ治療時の輸液方

法、ルタテラ投与後の針の抜去・廃棄、プル

ヴィクト投与方法のノウハウ、I-131投与方

法のノウハウなど） 

III-1. RI 投与のノウハウ等については、

医師向け、診療放射線技師向け、看護師を中

心とする病棟運営者向けのそれぞれの回答

数 は 110 施 設 13/13/13 件 （ 回 答 率

12/12/12％）で、回答に差はなかった。 

III-2. サブ項目である「RI 投与環境の整

備」については、看護師を中心とする病棟運

営者の回答数が 110施設 6件（回答率 5％）

で看護師からの回答が特に多く、患者の不

安解消のための患者訪問や入念な事前説明、

投与時のリスク回避のための手順書や投与

プログラム作成など、適切な投与環境つく

りを心掛けている回答が目立った。 

III-3. サブ項目である「RI 投与時の被ば

く軽減方法」については、鉛ブロックの利用

や適切な利尿促進などの回答があった。 

III-4. サブ項目である「RI 投与時の患者

安静のための措置」については上述と重な

る部分があるが、技師や看護師の回答数が

多く、患者の不安解消のためのビデオによ

る事前説明や投与時の患者見守り体制、投

与室へのテレビ視聴環境の整備など、適切

な投与環境つくりを心掛けている回答が目

立った。 

III-5. その他の各種薬剤の投与法や輸液

法、廃棄方法等でも、様々な工夫に関する回

答が得られた。 

大項目４・特別措置病室・RI治療病室の運

営に関するノウハウ等について 

（マニュアル・パス管理等、病室運営の工

夫、養生についての工夫、蓄尿便の工夫、治

療前準備、特別な措置について、退院時の工

夫など） 

IV-1. 特別措置病室・RI治療病室の運営等
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については、医師向け、診療放射線技師向

け、看護師を中心とする病棟運営者向けの

それぞれの回答数は 110施設 8/20/44件（回

答率 7/18/40％）で、診療放射線技師、特に

看護師を中心とする病棟運営者からの回答

がとくに多かった。 

IV-2. 病棟運営者からの回答では、多種多

様なノウハウ、コツ、取り組みが記載され、

大変興味深い。とくに、養生・除染方法、蓄

尿方法のコツ、線量測定のタイミング、汚染

廃棄物の取り扱いなど多岐にわたり、様々

な工夫が記載されており、ぜひ詳細を参照

していただきたい。 

IV-3. サブ項目である「マニュアル・パス

管理等」については、マニュアル作成・運用

についての回答がみられた。 

IV-4. サブ項目である「病室運営の工夫」

「退院時の工夫」については、看護師を中心

とする病棟運営者の回答数が 110施設 16件

（回答率 15％）で看護師からの回答が特に

多く、患者さん説明の工夫、遮へい効果の高

い防護服の利用、線量測定のタイミング、汚

染廃棄物の取り扱い、線量測定のタイミン

グ、清掃業者入室タイミングなど多岐にわ

たっており、ぜひ詳細を参照していただき

たい。 

IV-5. サブ項目である「養生についての工

夫」「蓄尿便の工夫」については、技師や看

護師の回答数が多く、養生、蓄尿に関して多

くの医療関係者が創意工夫しつつ、適宜除

染業者の導入も図りつつ適切な対応を行っ

ていることが示唆された。こちらもぜひ詳

細を参照していただきたい。 

IV-6. サブ項目である「治療前準備」につ

いては、大項目２「治療計画の立案作成等」

と重なるが、特に看護師を中心とする病棟

運営者向けの回答がやや多く（4 件回答率

4％）、入院前に入院予定患者を病棟に来て

もらい、実地に特別措置病室を見てもらう

などして、円滑な入院生活が行えるよう工

夫されている回答がみられた。 

IV-8. サブ項目である「特別な措置につい

て」についてでは、頭部病変を有する患者に

おけるてんかんリスクを考慮した耳での心

電図モニターリングが紹介された。 

大項目５・RI管理の体制についてのノウハ

ウ等について 

（RI許可数量の工夫、蓄尿・貯水槽の工夫

等、治療病室の RI管理、遮へい計算の工夫、

患者移動時の導線に関する工夫、除染の工

夫など） 

V-1. RI 管理の体制等については、医師向

け、診療放射線技師向け、看護師を中心とす

る病棟運営者向けのそれぞれの回答数は

110 施設 15/43/10 件（回答率 14/39/9％）

で、診療放射線技師からの回答が特に多か

った。 

V-2. サブ項目である「RI許可数量の工夫」

「蓄尿・貯水槽の工夫等、」については、診

療放射線技師からの回答数が 110施設 26件

（回答率 24％）でとくに多く、保健所への

事前の申請準備、許可された核種のバラン

ス見直し、トイレの排水量の工夫、排水設備

水モニターの工夫による許可量のアップ、

排水設備での減衰待ち・希釈方法の工夫、災

害用トイレ等の導入、特別措置病室のトイ

レ配管をＲＩ管理区域に直結する工夫など

多岐にわたっており、ぜひ詳細を参照して

いただきたい。 

V-3. サブ項目である「治療病室の RI管理」

「遮へい計算の工夫」については、診療放射

線技師からの回答数が 110施設 17件（回答

率 15％）でとくに多く、特別措置室設置場

所の工夫、特別措置室の壁への鉛の埋め込

み、遮へい計算時の線源として患者ベッド

の高さ、遮へい計算時の線源として患者と

蓄尿容器の分別計算、遮へい計算時の 

下の階の患者における評価点の設定の工夫、

蓄尿の準備・撤収・処理を多職種に振り分け

ることなど、こちらも多岐にわたっており、

大変参考になる記載が多い。ぜひ詳細を参

照していただきたい。 

V-4. サブ項目である「患者移動時の導線に

関する工夫」については、RI管理区域から

特別措置病室までのスタッフ専用通路を利

用した運用などの記載があった。 

大項目６・外来と撮影のノウハウ等につい

て 

VI-1. 院内での体制作り等については、医

師向け、診療放射線技師向け、看護師を中心

とする病棟運営者向けのそれぞれの回答数

は 110施設 3/2/1件（回答率 3/2/1％）で、

回答は少なかった。ルタテラ投与の各投与

後に投与後スキャンを行っている施設から

の回答があった。 
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大項目７・その他について 

VII-1. その他については、医師向け、診療

放射線技師向け、看護師を中心とする病棟

運営者向けのそれぞれの回答数は 110 施設

20/1/4 件（回答率 18/1/4％）で、医師から

の回答が多かった。 

VII-2. 医療者の国内留学、短期研修の開始、

同一医療圏の他の診療機関との連携を目指

したネットワーク作り、担当者同士が顔見

知りになることで、情報共有や医療連携が

図れるように工夫、社会的認知度の向上を

図る、学生への教育への試みなど、多くの医

療機関で様々な取り組みがなされているこ

とが分かった。 

VII-3. 患者からの直前の治療キャンセル

やそのリスクへの対応を行う一方、企業側

の患者キャンセルへの対応条件などで苦慮

する事例が多いことも分かった。 

 以下の図１にアンケート調査結果におけ

る７つの大項目といくつかの小項目の分類

結果を円グラフにて示す。 

 

 

 
これらのアンケート調査結果を受けて、

令和 8年度（2026年度）現在、施設の診療

状況の実情に応じた、適切な核医学治療施

設整備のためのモデルプランなどを提示で

きるような情報提供体制を目的としたウェ

ブ上のサービスとして、日本核医学会や日

本放射線腫瘍学会などの関連学会との連携

を進めており、アンケート調査結果の一覧

表が閲覧できるような体制作りを進めてい

る。 

 

また、核医学治療の地域偏在を解消しう

る適切な核医学治療施設の相互連携体制の

構築に向けて、千葉県を中心に NET に対す

る PRRT 診療の情報交換を進めており、病床

の空き状況の共有ネットワーク化や NET 患

者についてのバーチャルカンファレンスな

どを積極的に推進している NET SQUARE 

CHIBA (千葉県を中心に NET に対する PRRT

診療の情報交換ネットワーク)とも連携し、

地域連携体制のさらなる推進、地域ネット

ワークモデルの他地域への拡大なども視野

に検討を進めている。 

2025年 07月 04日ペリエホール千葉（千

葉市）にて開催された「NET SQUARE CHIBA 

第３回フォーラム」では、NET SQUARE 

CHIBAとの連携を深め、特別措置病室等に関

する有用情報を得た。2025 年 10月 31日～

11月 01日コラッセ福島（福島市）にて開催

された「標的アイソトープ治療線量評価研

究会/TRTdose年次大会」にて、TRTdose と

日本医学物理学会が連携して進める、

Dosimetry Challenge in Japan (線量評価

技術の標準化活動)を通じた、NETに対する

PRRT診療の広域ネットワーク活動の進捗が

報告された。 2025 年 11月 13日～11月 15
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日みやこめっせ（京都市）にて開催された

「第 65 回日本核医学会学術総会・第 45 回

核医学技術学会総会学術大会」にて情報交

換を進め、我が国の核医学治療の現状、問題

点、将来展望が幅広く討議され、情報交換が

進んだ。その他、国内外の学会報告で我が国

の核医学治療について、講演を行った。 

 

Ｄ．考察 

 2021年新規に２つの神経内分泌腫瘍等を

対象としたβ線放出 RI を標識した核医学

治療製剤（ルタテラⓇ静注、ライアット

MIBG-I131静注Ⓡ）が国内導入され、さらに

前立腺がんを対象としたルテチウム-177標

識核医学治療製剤 Lu-177 PSMA-617が我が

国でも 2025 年 9 月製造販売承認、11 月に

薬価収載され、その普及が多いに期待され

ている一方で、前立腺癌という患者数の多

い疾患を対象とすることから、これまでの

核医学治療の診療体制が経験したことのな

い膨大な数の対象患者が押し寄せる事態の

到来が予測される状況である。これに伴い、

核医学治療施設における RI 管理区域の RI

使用許可数量の不足 2)や核医学治療を待つ

患者の入院待機時間の延長予測に関する論

文 3)が公開され、我が国の核医学治療の診

療体制の脆弱さが浮き彫りになっている。 

そんな中、次期の「がん診療連携拠点病院

等の整備指針」における放射線治療に関す

る新たな要件について本研究班で検討が進

められた。現在のがん診療連携拠点病院等

における核医学治療に関する指定要件とし

ては「強度変調放射線治療と外来での核医

学治療を提供することが望ましい。専用治

療病室を要する核医学治療や粒子線治療等

の高度な放射線治療について、患者に情報

提供を行うとともに、必要に応じて適切な

医療機関へ紹介する体制を整備すること。」

とされているが、本研究の調査により、2022

年当時、全国のがん診療連携拠点病院等 453

施設のうち 122施設（約 27%）は核医学治療

実績なしと判明しており、この状況が数年

で大きく改善できているとは考えにくく、

厳しい指定要件の設定は難しいと考えられ

た。これらを勘案すると、次期の「がん診療

連携拠点病院等の整備指針」における放射

線治療に関する新たな要件については、「外

来での核医学治療・特別措置病室を用いた

核医学治療を提供することが望ましい、専

用の放射線治療病室を要する核医学治療に

ついて、患者に情報提供を行うとともに、必

要に応じて適切な医療機関へ紹介する体制

を整備すること。」とすることが望ましいと

我々は考えている。 

このような状況を受けて、我々は国内医

療機関へのアンケート調査等を実施し、我

が国の核医学治療の診療体制の改善、さら

なる普及を目指して、令和 5年度、2023年

から本厚生労働省科学研究大西班にて、調

査活動を行ってきた。前年度のアンケート

調査の結果では、特別措置病室を含む RI治

療病室の導入整備には個々の医療施設の実

情に応じて、さまざまな工夫を凝らして病

室・病棟の導入がなされていることが明ら

かとなった。今回のアンケート調査は、対象

施設がすでに Lu-177 DOTATATE（ルタテラⓇ

静注）を実施中の施設が中心ということで、

核医学治療に積極的な施設であるといえる

が、これらの先行する医療機関が積極的に

工夫を凝らして導入した外来・病室・病棟の

整備状況や RI管理、放射線被ばく運営のノ

ウハウ、運営のコツなどを、明らかにするこ

とができたと考えている。以下に今回のア

ンケート調査に関する考察を加える。 

大項目 1：院内での体制作り等について 

本調査では、医師・診療放射線技師・病棟

関係者のいずれの職種においても、「院内で

の体制作り」が核医学治療導入・継続の基盤

として最も重要な要素の一つであることが

再確認された。特に、導入初期段階において

は、核医学治療に不慣れな職員が多数関与

することから、教育体制の整備やマニュア

ル作成、役割分担の明確化が不可欠である

ことが示唆された。アンケートの自由記載

では、看護師や一般病棟スタッフに対する

教育不足が不安や負担感につながるとの指

摘が多く、e-learningや動画教材、定期的

な勉強会など、継続的かつ標準化された教

育手法の重要性が浮き彫りとなった。 

また、院内連携体制の構築については、医

師主導でのワーキンググループ立ち上げや、

多職種カンファレンスの定期開催が有効で

あるとの意見が多くみられた。核医学部門

のみならず、外来、病棟、薬剤部、事務部門

を含めた横断的な体制構築が、導入時の混

乱を最小限に抑え、安全かつ円滑な治療実

76



施につながると考えられる。 

大項目 2：治療計画の立案作成等につい

て 

治療計画の立案に関しては、特に医師か

らの回答が多く、核医学治療が従来の放射

線治療や化学療法と異なり、施設全体のリ

ソース管理と密接に関係する医療行為であ

ることが反映された結果と考えられる。治

療病室の確保、スケジューリング、患者待機

リストの管理など、計画段階での工夫が診

療の継続性を左右することが示唆された。 

また、特別な措置・リスク管理の観点から

は、入院予定患者の ADL や認知機能を事前

に評価し、核医学治療が安全に実施可能か

を多職種で検討する重要性が強調された。

これは、治療中止や入院延長といった事態

を未然に防ぐのみならず、医療従事者およ

び他患者への放射線防護の観点からも極め

て重要である。 

大項目 3：RI投与のノウハウ等について 

RI投与に関するノウハウについては、職

種間で回答数に大きな差はなく、現場での

具体的かつ実践的な工夫が多数共有された。

Cold runやシミュレーションの実施、チェ

ックリストや手順書の整備は、投与時の安

全性向上と職員被ばく低減に有効であると

考えられる。 

また、患者の不安軽減を目的とした事前

説明や、投与中の見守り体制、視覚的情報提

供（動画、掲示物など）の活用が、治療の円

滑な実施に寄与している点も重要である。

これらは、単なる放射線防護対策にとどま

らず、患者中心の医療を実現する観点から

も意義が大きい。 

大項目 4：特別措置病室・RI 治療病室の

運営に関するノウハウ等について 

特別措置病室および RI 治療病室の運営

に関しては、特に病棟関係者からの回答が

多く、日常運用における負担や工夫が色濃

く反映された結果であった。養生・除染方

法、蓄尿対応、汚染廃棄物の取り扱いなど、

施設ごとに多様な工夫が行われていること

が明らかとなった。 

一方で、これらの運用は人的負担が大き

く、特定の職種や個人に業務が集中する傾

向も指摘された。今後、症例数の増加が見込

まれる中で、業務分担の見直しや外部業者

の活用、施設設計段階からの負担軽減策の

検討が必要であると考えられる。 

大項目 5：RI 管理の体制についてのノウ

ハウ等について 

RI管理体制に関しては、診療放射線技師

からの回答が特に多く、許可数量や排水・廃

棄物管理が核医学治療拡大のボトルネック

となり得ることが改めて示された。排水タ

ンク容量の不足や減衰待ち時間の長期化は、

治療件数の制限につながるため、施設ごと

の実情に応じた許可数量見直しや設備改修、

運用上の工夫が不可欠である。 

また、保健所との事前協議を通じた柔軟

な運用条件設定や、実測値に基づく遮へい・

線量評価の見直しが、現実的かつ持続可能

な RI 管理体制構築に寄与する可能性が示

唆された。 

大項目 6：外来と撮影のノウハウ等につ

いて 

外来および撮影に関する項目は回答数が

少なかったものの、投与後撮像や線量評価

を目的とした SPECT/CT運用など、今後の核

医学治療高度化に資する重要な示唆が含ま

れていた。診断部門との連携や検査枠調整

は、核医学治療の質保証および線量最適化

の観点から、今後さらに重要性が高まると

考えられる。 

大項目 7：その他について 

その他の項目では、施設間連携、人材育

成、社会的認知度向上の必要性が多く指摘

された。特に、国内留学や短期研修、学会・

研究会を通じたネットワーク構築は、核医

学治療の地域偏在解消と質の均てん化に資

する重要な取り組みであると考えられる。 

まとめ 

以上、今回のアンケート調査結果が公開

されることで、新規に核医学治療の導入を

検討中の医療機関やこれまでの核医学治療

体制のさらなる整備・拡充・拡大を検討する

医療機関に対して適切で有用な情報が提供

され、これらのノウハウ等が情報共有され

ることにより、スムーズな外来運営、RI管

理、特別措置病室を含む RI治療病室の導入

整備が進み、これまでの核医学治療の国内

診療体制を大幅に超える膨大な数の対象患

者が押し寄せる事態にも適切に対応できる

核医学診療体制の構築を進める一助となる

ものと期待している。これらの核医学治療

開始や特別措置病室や RI 治療病室の導入
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に有用な情報を、各施設の事情に合わせて

検討できるウェブ情報提供体制の構築を現

在目指して、日本核医学会や日本放射線腫

瘍学会などの関連諸学会の連携を進めてい

る。 

 

Ｅ．結論 

 令和7年度現在核医学治療を実施中の全

国110の核医学治療実施中の医療機関の医

師、診療放射線技師、看護師を含む病棟関係

者に対し、RI管理、多職種での病棟運営、病

棟の整備等に関する経験・ノウハウ・運営の

コツを関係するアンケート調査を送付し、

医師 /技師 /病棟関係者からそれぞれ

50/60/41施設からインターネット上回答を

得た(回答率45/55/37%)。「RI管理体制」に

関するノウハウ・運営のコツは重要で、排気

ダンパー、水モニター、蓄尿の工夫など技師

から多くの実践的な回答を得た(回答率

40%)。「特別措置病室・治療病室の運営」に

関するノウハウ・運営のコツも重要で、蓄尿

の工夫、災害用トイレの利用など技師/病棟

関係者から多くの回答を得た (回答率

19/39%)。いずれの職種でも「院内体制作り」

の重要性を強調しており（回答総数のうち

33/20/23%）、「治療計画」立案を強調する

施設も多かった（回答総数のうち17/6/11%）。

現在国内の関係諸学会のホームページ等に

アンケート結果の掲載を準備中であり、こ

れらを通じて本治療提供体制のさらなる充

実や新規核医学治療製剤の普及を目指して

いる。各施設の貴重な経験・ノウハウ・運営

のコツを幅広く共有することで、国内の多

くの医療機関、多くの医療関係者が不安な

くスムーズに核医学治療を開始・推進・拡大

できることが期待される。 
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